声明　　　ホルムズ海峡等への自衛隊派遣反対、9条改憲の断念を求める!
　米国は、中東のホルムズ海峡等での船舶の護衛を目的とした「有志連合」への参加を日本に、英国・韓国などともに名指しで求めています（7月25日）。有志連合構想では、米軍が全体の指揮統制を行い、活動は、船舶護衛と監視とし、海上における安定の促進、航行の安全確保、ホルムズ海峡等での国際水域での緊張緩和を図るとしています。
　しかし、この構想は、従来の「海賊」への対処ではなく、事実上イラン軍に対する作戦を米国主導で想定したものです。この要請に、イラン核合意の維持をめざす英国は欧州各国と共同で船舶の安全を確保する作戦を展開する方針を発表し（同25日）、ドイツも不参加を表明（同31日）しました。そして、7月19日の米国の第1回説明会には60ヵ国以上が参加したものの、25日の第2回説明会への参加は30国あまりに半減しています。このように、米国主導の「有志連合」構想に一定数の国が距離を置き始めています。
　しかし、安倍政権は、「情報収集を行い、情勢を注視するなかで総合的に判断する」（同26日、菅官房長官）とし、自衛隊の派遣を検討しています。また、与党内では「ホルムズ海峡はわが国のエネルギー安全保障上、極めて死活的に重要な地域」と、自衛隊派遣を求める主張が強くなっています。
問題の発端は、トランプ米大統領によるイランとの核合意からの一方的な離脱（2018年5月8日）であり、日本の役割は憲法9条の平和主義に基づいて、外交努力でトランプ政権に核合意に戻るよう求め、イランに対しても緊張を高めないように自制を求めることです。自衛隊を派遣すべきではありません。　
要請に応え自衛隊が参加し、イラン軍の攻撃に反撃すれば、憲法9条で禁じられている「海外での武力行使」に踏み出すことになります。これこそ戦争法（安保法制）の目的－米国とともに自衛隊海外派兵・武力行使を可能にする、米国の戦争に自衛隊を加担させる―そのものです。安倍9条改憲の先取りは許されません。
　さて、この度の参院選挙で、安倍首相は低く掲げた「非改選も含めた与党過半数」を達成したものの、改憲勢力は3分の2確保できませんでした。また、自民党は前回参院選から240万票、9議席減らし、単独過半数を失いました。この結果は、3000万人署名運動を軸とする安倍改憲反対の国民的な声を背景に、市民と野党の共闘が13項目の共通政策と全1人区の統一候補でたたかい、10人が与党候補を破るなどの成果によるものです。
さらに、選挙後の全ての世論調査で、改憲勢力の議席が3分の2に届かなかったことに「よかった」が多数をしめています。国民は、参院選挙で「安倍9条改憲ＮＯ！」の意志を明確に示しました。安倍政権は、国民の審判を真摯に受け止め、9条改憲を断念すべきです。
　憲法会議は、憲法違反の「海外での武力行使」に踏み出し、米国と共に戦争する日本の実績を作り上げようとするホルムズ海峡等への自衛隊派遣に反対します。そして、市民と野党の共闘を強め、安倍9条改憲断念に追い込むために奮闘しあうことを呼びかけるものです。　
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